
年 発 １ １ ２ ６ 第 ２ 号

平成２４年１１月２６日

日本年金機構理事長 殿

厚 生 労 働 省 年 金 局 長

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」の公布について

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）」が平成24

年11月26日に公布された。

本法律の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、その内容につき御了知いただく

とともに、実施に当たっては、貴機構において周知徹底を図り遺漏のないよう取り扱

われたい。

記

第一 制定の趣旨

この法律は、公的年金等の収入金額と一定の所得との合計額が一定の基準以下

の老齢基礎年金の受給者に国民年金の保険料納付済期間及び保険料免除期間を基

礎とした老齢年金生活者支援給付金又は保険料納付済期間を基礎とした補足的老

齢年金生活者支援給付金を支給するとともに、所得の額が一定の基準以下の障害

基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生

活者支援給付金を支給することにより、これらの者の生活の支援を図るものであ

る。

第二 法律の内容

１ 老齢年金生活者支援給付金

（１） 国は、老齢基礎年金の受給権者であって当該老齢基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年の公的年金等の収入金額と所得との合計額（政令

で定める場合にあっては、当該合計額を基準として政令で定めるところによ

り算定した額とする。以下「前年所得額」という。）が、老齢基礎年金満額

を勘案して政令で定める額（以下「所得基準額」という。）以下であること

その他その者及びその者と同一の世帯に属する者の所得の状況を勘案して政



令で定める要件に該当するときは、当該老齢基礎年金の受給権者に老齢年金

生活者支援給付金を支給するものとすること。ただし、次のいずれかに該当

するとき（③に該当する場合にあっては、厚生労働省令で定めるときに限

る。）は、支給しないものとすること。（第２条関係）

① 日本国内に住所を有しないとき。

② 当該老齢基礎年金の全額につきその支給が停止されているとき。

③ 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されているとき。

（２） 老齢年金生活者支援給付金は、月を単位として支給することとし、その月

額は、次に掲げる額を合算した額とするものとすること。（第３条関係）

① 給付基準額に、その者の保険料納付済期間の月数を480で除して得た数

を乗じて得た額

② 老齢基礎年金満額に、その者の保険料免除期間の月数の６分の１（保険

料４分の１免除期間にあっては、12分の１）に相当する月数を480で除し

て得た数を乗じて得た額を12で除して得た額

（３） 給付基準額は、5,000円とし、当該給付基準額については、総務省におい

て作成する年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）がこ

の法律の施行の日の属する年の前年（給付基準額の改定の措置が講じられた

ときは、直近の当該措置が講じられた年の前年）の物価指数を超え、又は下

回るに至った場合においては、その上昇し、又は低下した比率を基準として、

その翌年の４月以降の給付基準額を改定するものとすること。（第４条関係）

（４） 老齢年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、老齢年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第５

条第１項関係）

（５） その他老齢年金生活者支援給付金の支給期間及び支払期月、支給の制限及

び未支払給付金に係る所要の規定を設けるものとすること。（第６条から第

９条まで関係）

２ 補足的老齢年金生活者支援給付金

（１） 国は、老齢基礎年金の受給権者であって当該老齢基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年所得額が所得基準額を超え、かつ、所得基準額を

勘案して政令で定める額以下であることその他その者及びその者と同一の世

帯に属する者の所得の状況を勘案して政令で定める要件に該当するときは、

当該老齢基礎年金の受給権者に対し、補足的老齢年金生活者支援給付金を支

給するものとすること。ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準

を定めるものとすること。（第10条関係）



（２） 補足的老齢年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものと

し、その月額は、１の（２）の額からその者の前年所得額の逓増に応じ、逓

減するように政令で定める額とするものとすること。（第11条関係）

（３） 補足的老齢年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、補足的老齢

年金生活者支援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、

その受給資格及び額について認定の請求をしなければならないものとするこ

と。（第12条第１項関係）

（４） 補足的老齢年金生活者支援給付金の支給を受けている者につき、前年所得

額の変動が生じた場合における補足的老齢年金生活者支援給付金の額の改定

は、８月から行うものとすること。（第13条関係）

（５） １の（５）は、補足的老齢年金生活者支援給付金について準用するものと

すること。（第14条関係）

３ 障害年金生活者支援給付金

（１） 国は、障害基礎年金の受給権者であって当該障害基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年の所得がその者の所得税法に規定する扶養親族等

の有無及び数に応じて政令で定める額以下であるときは、当該障害基礎年金

の受給権者に対し、障害年金生活者支援給付金を支給するものとすること。

ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準を定めるものとすること。

（第15条関係）

（２） 障害年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものとし、そ

の月額は、給付基準額（障害の程度が障害等級の１級に該当する者として障

害基礎年金の額が計算されるものにあっては、給付基準額の100分の125に相

当する額）とするものとすること。（第16条関係）

（３） 障害年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、障害年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第17

条第１項関係）

（４） 障害年金生活者支援給付金の支給を受けている者につき、障害の程度が増

進し、又は低下したことにより障害基礎年金の額が改定された場合における

障害年金生活者支援給付金の額の改定は、当該障害基礎年金の額が改定され

た日の属する月の翌月から行うものとすること。（第18条関係）

（５） １の（５）は、障害年金生活者支援給付金について準用するものとするこ

と。（第19条関係）

４ 遺族年金生活者支援給付金

（１） 国は、遺族基礎年金の受給権者であって当該遺族基礎年金の裁定の請求を



したものが、その者の前年の所得がその者の所得税法に規定する扶養親族等

の有無及び数に応じて政令で定める額以下であるときは、当該遺族基礎年金

の受給権者に対し、遺族年金生活者支援給付金を支給するものとすること。

ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準を定めるものとすること。

（第20条関係）

（２） 遺族年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものとし、そ

の月額は、給付基準額とするものとすること。ただし、遺族基礎年金の受給

権を有する子にあっては、給付基準額をその子の数で除して得た額とするも

のとすること。（第21条関係）

（３） 遺族年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、遺族年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第22

条第１項関係）

（４） 遺族基礎年金の受給権を有する子であって遺族年金生活者支援給付金の支

給を受けている者につき、その子の数の増減を生じた場合における遺族年金

生活者支援給付金の額の改定は、当該増減を生じた日の属する月の翌月とす

るものとすること。（第23条関係）

（５） １の（５）は、遺族年金生活者支援給付金について準用するものとするこ

と。（第24条関係）

５ 不服申立て

厚生労働大臣のした老齢年金生活者支援給付金、補足的老齢年金生活者支援給

付金、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付金（以下「年金生

活者支援給付金」と総称する。）の支給に関する処分は、国民年金法に基づく処

分とみなして、国民年金法及び社会保険審査官及び社会保険審査会法の規定を適

用するものとすること。（第25条第１項関係）

６ 費用

（１） 年金生活者支援給付金の支給に要する費用は、その全額を国庫が負担する

ものとし、毎年度、予算の範囲内で、年金生活者支援給付金に関する事務の

執行に要する費用を負担するものとすること。（第26条関係）

（２） 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、市町村がこの法律又は

この法律に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な費用を交付す

るものとすること。（第27条関係）

７ その他

年金生活者支援給付金に係る支払の調整、時効、不正利得の徴収、受給権の保



護、公課の禁止、届出、調査、日本年金機構への権限に係る事務の委任及び事務

の委託並びに罰則に関する所要の規定を設けるものとすること。（第28条から第

52条まで関係）

第三 施行期日等

１ 施行期日

この法律は、一部を除き、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律附則第１条第２号に掲げる

規定の施行の日（平成27年10月１日）から施行するものとすること。

２ 検討等

（１） 年金生活者支援給付金の額その他の事項については、低所得である高齢者

等の生活状況、低所得者対策の実施状況及び老齢基礎年金の満額等を勘案し、

総合的に検討が加えられ、その結果に応じて所要の見直しを行うものとする

こと。（附則第３条関係）

（２） 年金生活者支援給付金の支給に要する費用の財源は、社会保障の安定財源

の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する

等の法律の施行により増加する消費税の収入を活用して、確保するものとす

ること。（附則第４条関係）

３ 経過措置等

その他所要の経過措置を設けるとともに、関係法律について所要の改正を行う

ものとすること。（附則第５条から第23条まで関係）



年 発 １ １ ２ ６ 第 ２ 号

平成２４年１１月２６日

地方厚生（支）局長 殿

厚 生 労 働 省 年 金 局 長

＜ 公 印 省 略 ＞

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」の公布について

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）」が平成24

年11月26日に公布された。

本法律の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、その内容につき御了知いただく

とともに、貴管内各市町村への周知方よろしく取り計らわれたい。

記

第一 制定の趣旨

この法律は、公的年金等の収入金額と一定の所得との合計額が一定の基準以下

の老齢基礎年金の受給者に国民年金の保険料納付済期間及び保険料免除期間を基

礎とした老齢年金生活者支援給付金又は保険料納付済期間を基礎とした補足的老

齢年金生活者支援給付金を支給するとともに、所得の額が一定の基準以下の障害

基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生

活者支援給付金を支給することにより、これらの者の生活の支援を図るものであ

る。

第二 法律の内容

１ 老齢年金生活者支援給付金

（１） 国は、老齢基礎年金の受給権者であって当該老齢基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年の公的年金等の収入金額と所得との合計額（政令

で定める場合にあっては、当該合計額を基準として政令で定めるところによ

り算定した額とする。以下「前年所得額」という。）が、老齢基礎年金満額

を勘案して政令で定める額（以下「所得基準額」という。）以下であること

その他その者及びその者と同一の世帯に属する者の所得の状況を勘案して政

令で定める要件に該当するときは、当該老齢基礎年金の受給権者に老齢年金



生活者支援給付金を支給するものとすること。ただし、次のいずれかに該当

するとき（③に該当する場合にあっては、厚生労働省令で定めるときに限

る。）は、支給しないものとすること。（第２条関係）

① 日本国内に住所を有しないとき。

② 当該老齢基礎年金の全額につきその支給が停止されているとき。

③ 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されているとき。

（２） 老齢年金生活者支援給付金は、月を単位として支給することとし、その月

額は、次に掲げる額を合算した額とするものとすること。（第３条関係）

① 給付基準額に、その者の保険料納付済期間の月数を480で除して得た数

を乗じて得た額

② 老齢基礎年金満額に、その者の保険料免除期間の月数の６分の１（保険

料４分の１免除期間にあっては、12分の１）に相当する月数を480で除し

て得た数を乗じて得た額を12で除して得た額

（３） 給付基準額は、5,000円とし、当該給付基準額については、総務省におい

て作成する年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）がこ

の法律の施行の日の属する年の前年（給付基準額の改定の措置が講じられた

ときは、直近の当該措置が講じられた年の前年）の物価指数を超え、又は下

回るに至った場合においては、その上昇し、又は低下した比率を基準として、

その翌年の４月以降の給付基準額を改定するものとすること。（第４条関係）

（４） 老齢年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、老齢年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第５

条第１項関係）

（５） その他老齢年金生活者支援給付金の支給期間及び支払期月、支給の制限及

び未支払給付金に係る所要の規定を設けるものとすること。（第６条から第

９条まで関係）

２ 補足的老齢年金生活者支援給付金

（１） 国は、老齢基礎年金の受給権者であって当該老齢基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年所得額が所得基準額を超え、かつ、所得基準額を

勘案して政令で定める額以下であることその他その者及びその者と同一の世

帯に属する者の所得の状況を勘案して政令で定める要件に該当するときは、

当該老齢基礎年金の受給権者に対し、補足的老齢年金生活者支援給付金を支

給するものとすること。ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準

を定めるものとすること。（第10条関係）

（２） 補足的老齢年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものと



し、その月額は、１の（２）の額からその者の前年所得額の逓増に応じ、逓

減するように政令で定める額とするものとすること。（第11条関係）

（３） 補足的老齢年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、補足的老齢

年金生活者支援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、

その受給資格及び額について認定の請求をしなければならないものとするこ

と。（第12条第１項関係）

（４） 補足的老齢年金生活者支援給付金の支給を受けている者につき、前年所得

額の変動が生じた場合における補足的老齢年金生活者支援給付金の額の改定

は、８月から行うものとすること。（第13条関係）

（５） １の（５）は、補足的老齢年金生活者支援給付金について準用するものと

すること。（第14条関係）

３ 障害年金生活者支援給付金

（１） 国は、障害基礎年金の受給権者であって当該障害基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年の所得がその者の所得税法に規定する扶養親族等

の有無及び数に応じて政令で定める額以下であるときは、当該障害基礎年金

の受給権者に対し、障害年金生活者支援給付金を支給するものとすること。

ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準を定めるものとすること。

（第15条関係）

（２） 障害年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものとし、そ

の月額は、給付基準額（障害の程度が障害等級の１級に該当する者として障

害基礎年金の額が計算されるものにあっては、給付基準額の100分の125に相

当する額）とするものとすること。（第16条関係）

（３） 障害年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、障害年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第17

条第１項関係）

（４） 障害年金生活者支援給付金の支給を受けている者につき、障害の程度が増

進し、又は低下したことにより障害基礎年金の額が改定された場合における

障害年金生活者支援給付金の額の改定は、当該障害基礎年金の額が改定され

た日の属する月の翌月から行うものとすること。（第18条関係）

（５） １の（５）は、障害年金生活者支援給付金について準用するものとするこ

と。（第19条関係）

４ 遺族年金生活者支援給付金

（１） 国は、遺族基礎年金の受給権者であって当該遺族基礎年金の裁定の請求を

したものが、その者の前年の所得がその者の所得税法に規定する扶養親族等



の有無及び数に応じて政令で定める額以下であるときは、当該遺族基礎年金

の受給権者に対し、遺族年金生活者支援給付金を支給するものとすること。

ただし、１の（１）ただし書と同様の不支給の基準を定めるものとすること。

（第20条関係）

（２） 遺族年金生活者支援給付金の額は、月を単位として支給するものとし、そ

の月額は、給付基準額とするものとすること。ただし、遺族基礎年金の受給

権を有する子にあっては、給付基準額をその子の数で除して得た額とするも

のとすること。（第21条関係）

（３） 遺族年金生活者支援給付金の支給要件に該当する者は、遺族年金生活者支

援給付金の支給を受けようとするときは、厚生労働大臣に対し、その受給資

格及び額について認定の請求をしなければならないものとすること。（第22

条第１項関係）

（４） 遺族基礎年金の受給権を有する子であって遺族年金生活者支援給付金の支

給を受けている者につき、その子の数の増減を生じた場合における遺族年金

生活者支援給付金の額の改定は、当該増減を生じた日の属する月の翌月とす

るものとすること。（第23条関係）

（５） １の（５）は、遺族年金生活者支援給付金について準用するものとするこ

と。（第24条関係）

５ 不服申立て

厚生労働大臣のした老齢年金生活者支援給付金、補足的老齢年金生活者支援給

付金、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付金（以下「年金生

活者支援給付金」と総称する。）の支給に関する処分は、国民年金法に基づく処

分とみなして、国民年金法及び社会保険審査官及び社会保険審査会法の規定を適

用するものとすること。（第25条第１項関係）

６ 費用

（１） 年金生活者支援給付金の支給に要する費用は、その全額を国庫が負担する

ものとし、毎年度、予算の範囲内で、年金生活者支援給付金に関する事務の

執行に要する費用を負担するものとすること。（第26条関係）

（２） 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、市町村がこの法律又は

この法律に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な費用を交付す

るものとすること。（第27条関係）

７ その他

年金生活者支援給付金に係る支払の調整、時効、不正利得の徴収、受給権の保

護、公課の禁止、届出、調査、日本年金機構への権限に係る事務の委任及び事務



の委託並びに罰則に関する所要の規定を設けるものとすること。（第28条から第

52条まで関係）

第三 施行期日等

１ 施行期日

この法律は、一部を除き、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律附則第１条第２号に掲げる

規定の施行の日（平成27年10月１日）から施行するものとすること。

２ 検討等

（１） 年金生活者支援給付金の額その他の事項については、低所得である高齢者

等の生活状況、低所得者対策の実施状況及び老齢基礎年金の満額等を勘案し、

総合的に検討が加えられ、その結果に応じて所要の見直しを行うものとする

こと。（附則第３条関係）

（２） 年金生活者支援給付金の支給に要する費用の財源は、社会保障の安定財源

の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する

等の法律の施行により増加する消費税の収入を活用して、確保するものとす

ること。（附則第４条関係）

３ 経過措置等

その他所要の経過措置を設けるとともに、関係法律について所要の改正を行う

ものとすること。（附則第５条から第23条まで関係）


